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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第１四半期
連結累計期間

第49期
第１四半期
連結累計期間

第48期

会計期間
自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

自　2023年７月１日
至　2023年９月30日

自　2022年７月１日
至　2023年６月30日

売上高 （千円） 5,448,044 6,209,968 22,859,362

経常利益 （千円） 405,279 460,209 1,839,767

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 264,197 302,606 1,142,941

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 254,532 302,020 1,187,153

純資産額 （千円） 13,387,060 13,898,808 14,139,765

総資産額 （千円） 16,319,800 18,049,891 17,775,963

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 6.69 7.81 29.27

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 82.0 77.0 79.5

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

３　当社は、2023年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。主要な関係会社における異動に関しては、2023年７月３日付で日伸ソフトウエア株式会社の発

行済株式の全てを取得したことに伴い、当第１四半期連結会計期間より同社を連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間（2023年７月１日～2023年９月30日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善

する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されておりました。一方、世界的な金融引締

めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっておりま

した。また、引き続き物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があります。

　当社グループの事業環境につきましては、顧客のソフトウェア関連の設備投資は緩やかに増加しております。引

き続き中期経営計画に基づき今後の成長に向けた積極的な投資を行ってまいります。

 

　当社グループは、2022年６月期から2024年６月期の３ヵ年にわたる第６次中期経営計画「Acceleration of

growth to 50th～（通称：アクセル50）」を掲げ、核である大手顧客向けシステム開発事業を継続しつつ、プライ

ム事業、製品・サービス事業の拡大により、最終年度である2024年６月期に売上高230億円、営業利益17億円の達

成を目標としておりました。

　当中期経営計画の最終年度である当連結会計年度（2023年７月１日～2024年６月30日）の計画におきましては、

２年目の計画を達成したこと及び2023年７月よりグループ入りした日伸ソフトウエア株式会社が連結業績に寄与す

ることとなるため、期初において計画の見直しを行い、売上高は253億円、営業利益は18.8億円を目指すこととい

たしました。

　「アクセル50」の達成に向け、以下の５項目を経営方針として策定し、活動を行っております。

a.　事業環境の変化に適応し、新領域へ挑戦

b.　特化型SEの育成推進

c.　サステナビリティ活動の強化

d.　Trust relationship強化で、お客様の事業拡大への貢献

e.　プライムビジネスの更なる拡大

 

　当第１四半期連結累計期間における活動・成果は以下のとおりであります。

a.　事業環境の変化に適応し、新領域へ挑戦

・顧客からのIT需要が旺盛な公共分野の更なる事業拡大に向け、既存案件の幅出し、及び新規案件獲得のため

の営業強化を行いました。

・新たな事業領域として、ローコードプラットフォームのPaaS（Platform as a Service）領域への参画を果

たし、事業拡大に取り組みました。

・前期から注力しているクラウド技術について、お客様の業務システムに対して積極的に提案することで案件

を拡大することが出来ました。

b.　特化型SEの育成推進

・DX推進に不可欠であるデータ利活用、AI技術等のスペシャリスト育成プログラムを開始いたしました。

・資格取得支援制度を拡充し、社員が積極的に外部資格を取得できる制度を整えました。

c.　サステナビリティ活動の強化

・CDP、EcoVadisへの回答を通じて、TCFDに準拠した情報開示と気候変動対策について取り組みを開始いたし

ました。

・前期に引き続き、2023年７月に、第一次産業に対するIT技術による問題解決について理解を深める目的で、

NTTデータ様、神奈川大井の里体験観光協会様と共同で「みかんの摘果およびポン酢作り体験」を実施いた

しました。

d.　Trust relationship強化で、お客様の事業拡大への貢献

・主要顧客との関係強化のための相互評価アンケートを作成しました。

・顧客、パートナー企業様との対面による会合を再開し、情報交換、コミュニケーション強化に取り組みまし

た。
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e.　プライムビジネスの更なる拡大

・営業統括本部が持つ営業ノウハウの整備と共有を行い、システム開発の営業力を強化し、お客様の問題解決

を図るための提案型営業による受注拡大を推進いたしました。

・ホテル・旅館向け売掛金管理システムについて、従来の直接販売に加えて販売代理店の活用に取り組み、販

路の拡大を図りました。

 

　当第１四半期連結累計期間における連結業績につきましては、公共分野、製造分野の受注が堅調に推移したこ

と、及び日伸ソフトウエア株式会社がグループ入りしたことにより、売上高は6,209百万円（前年同期比14.0％

増）となりました。利益につきましては、売上高の増収に伴い計画どおりに推移し、営業利益は446百万円（前年

同期比11.2％増）、経常利益は460百万円（前年同期比13.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は302百万

円（前年同期比14.5％増）となりました。

 

　当社グループの単一セグメントであります「システム開発及びシステム開発に関連するサービス（システム開発

等）」の売上品目別の業績概況は、以下のとおりであります。

a.　システム開発

　公共分野、製造分野の受注が堅調に推移したこと等により、増収となりました。

　この結果、本売上品目の売上高は5,452百万円（前年同期比14.4％増）となりました。

b.　コンサルテーション及び調査研究

　公共分野、情報・通信分野における研究開発案件等の受注が堅調に推移し、増収となりました。

　この結果、本売上品目の売上高は234百万円（前年同期比1.4％増）となりました。

c.　システム／パッケージ・インテグレーション・サービス

　福祉総合システム、ホテル・旅館向け売掛金管理システムの受注が堅調に推移し、増収となりました。

　この結果、本売上品目の売上高は194百万円（前年同期比35.6％増）となりました。

d.　その他

　運用保守案件の受注が堅調に推移し、増収となりました。

　この結果、本売上品目の売上高は328百万円（前年同期比7.4％増）となりました。

 

②財政状態の状況

a.　資産

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,221百万円減少し、13,243百万円となりました。主な要因は、売掛

金が280百万円、契約資産が279百万円それぞれ増加したものの、現金及び預金が1,633百万円、有価証券が169

百万円それぞれ減少したことによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ1,495百万円増加し、4,806百万円となりました。主な要因は、投資有

価証券が983百万円、のれんが478百万円それぞれ増加したことによります。

　この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べ273百万円増加し、18,049百万円となりました。

b.　負債

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ520百万円増加し、4,090百万円となりました。主な要因は、賞与引当

金が509百万円増加したことによります。

　固定負債は、前連結会計年度末から大きな変動はなく60百万円となりました。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ514百万円増加し、4,151百万円となりました。

c.　純資産

　純資産は、前連結会計年度末に比べ240百万円減少し、13,898百万円となりました。主な要因は、剰余金の

配当の支払い等により利益剰余金が240百万円減少したことによります。
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(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重

要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は23百万円であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 126,720,000

計 126,720,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2023年11月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 44,532,192 44,532,192
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数は100株であ

ります。

計 44,532,192 44,532,192 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2023年７月１日～

2023年９月30日
－ 44,532,192 － 2,270,228 － 2,277,617

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 5,784,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 38,310,100 383,101 －

単元未満株式 普通株式 437,492 － －

発行済株式総数  44,532,192 － －

総株主の議決権  － 383,101 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が22株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ＣＩＪ

神奈川県横浜市西区高島

１－２－５
5,784,600 － 5,784,600 12.98

計 － 5,784,600 － 5,784,600 12.98

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年７月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＣＩＪ(E05163)

四半期報告書

 8/19



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,085,490 8,451,719

売掛金 3,029,467 3,310,417

契約資産 511,409 790,975

有価証券 570,122 400,341

商品及び製品 9,874 9,853

仕掛品 31,748 41,321

その他 226,479 238,409

流動資産合計 14,464,592 13,243,037

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 333,389 320,782

その他（純額） 57,929 55,653

有形固定資産合計 391,319 376,435

無形固定資産   

のれん 362,922 841,413

その他 404,285 397,157

無形固定資産合計 767,207 1,238,570

投資その他の資産   

投資有価証券 1,129,797 2,112,844

その他 1,025,769 1,081,726

貸倒引当金 △2,722 △2,722

投資その他の資産合計 2,152,844 3,191,848

固定資産合計 3,311,371 4,806,854

資産合計 17,775,963 18,049,891
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 839,476 907,020

短期借入金 530,006 560,006

未払法人税等 472,975 451,384

契約負債 84,506 61,938

賞与引当金 434,904 944,475

受注損失引当金 － 11,816

その他 1,208,796 1,154,219

流動負債合計 3,570,665 4,090,860

固定負債   

退職給付に係る負債 45,758 44,496

その他 19,774 15,726

固定負債合計 65,532 60,222

負債合計 3,636,197 4,151,083

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,270,228 2,270,228

資本剰余金 2,486,327 2,486,327

利益剰余金 10,784,976 10,544,833

自己株式 △1,494,070 △1,494,297

株主資本合計 14,047,462 13,807,092

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 84,168 83,111

為替換算調整勘定 8,134 8,605

その他の包括利益累計額合計 92,302 91,716

純資産合計 14,139,765 13,898,808

負債純資産合計 17,775,963 18,049,891
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2022年７月１日
　至　2022年９月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2023年７月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 5,448,044 6,209,968

売上原価 4,348,389 4,985,118

売上総利益 1,099,655 1,224,850

販売費及び一般管理費   

役員報酬 69,265 74,409

給料及び手当 181,562 198,268

賞与引当金繰入額 41,722 47,614

福利厚生費 42,676 45,783

賃借料 65,986 70,015

減価償却費 42,328 44,447

支払手数料 44,131 51,197

募集費 5,618 5,576

租税公課 29,336 28,900

研究開発費 41,308 23,018

のれん償却額 22,263 40,809

その他 111,614 147,986

販売費及び一般管理費合計 697,815 778,029

営業利益 401,839 446,821

営業外収益   

受取利息 3,727 7,372

受取配当金 1,526 1,390

助成金収入 330 5,602

その他 4,288 5,408

営業外収益合計 9,871 19,772

営業外費用   

支払利息 272 664

長期前払費用償却 3,427 5,419

その他 2,732 299

営業外費用合計 6,432 6,383

経常利益 405,279 460,209

特別利益   

保険解約返戻金 － 3,768

その他 － 113

特別利益合計 － 3,881

特別損失   

出資金評価損 － 1,164

特別損失合計 － 1,164

税金等調整前四半期純利益 405,279 462,927

法人税等 141,081 160,320

四半期純利益 264,197 302,606

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 264,197 302,606
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2022年７月１日
　至　2022年９月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2023年７月１日
　至　2023年９月30日)

四半期純利益 264,197 302,606

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △9,070 △1,057

為替換算調整勘定 △595 470

その他の包括利益合計 △9,665 △586

四半期包括利益 254,532 302,020

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 254,532 302,020

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　2023年７月３日付で日伸ソフトウエア株式会社の発行済株式の全てを取得したことに伴い、当第１四半期連結会計

期間より同社を連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、以下のとおりで

あります。

 
　前第１四半期連結累計期間

（自　2022年７月１日
　　至　2022年９月30日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　2023年７月１日

　　至　2023年９月30日）

減価償却費 53,328千円 57,879千円

のれんの償却額 22,263千円 40,809千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　2022年７月１日　至　2022年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年８月16日

取締役会
普通株式 494,322 25.00 2022年６月30日 2022年８月30日 利益剰余金

（注）当社は、2023年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記は当該株式分割

　　　前の配当金を記載しております。

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2023年７月１日　至　2023年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年８月21日

取締役会
普通株式 542,749 14.00 2023年６月30日 2023年９月５日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは「システム開発及びシステム開発に関連するサービス（システム開発等）」の単一セグメントであるた

め、記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

　当社は、2023年６月５日開催の取締役会において、日伸ソフトウエア株式会社（以下、日伸ソフトウエアという。）の

発行済株式の全てを取得し、同社を当社の連結子会社とすることを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2023年７月

３日に株式取得に関する手続きが完了いたしました。

(1）企業結合の概要

　①被取得企業の名称及び事業の内容

　　被取得企業の名称　　日伸ソフトウエア株式会社

　　事業の内容　　　　　ソフトウェア受託開発、保守、ネットワーク事業

　②企業結合を行った主な理由

　当社グループは2022年６月期から2024年６月期の３ヵ年にわたる第６次中期経営計画「Acceleration of growth to

50th～（通称：アクセル50）」を掲げ、核である大手顧客向けシステム開発事業を継続しつつ、プライム事業、製品・

サービス事業の拡大を目指しております。

　当社グループの事業環境としては、ソフトウェア開発を中心としてお客様からのIT需要は引き続き旺盛であり、シス

テム開発における技術的・量的側面のニーズは増加しております。一方で労働人口の減少やIT技術の高度化、お客様が

取り組まれるDX（デジタルトランスフォーメーション)への支援がより求められている背景もあり、IT人材の確保や優

秀な開発技術者の育成が重要課題と認識しております。

　日伸ソフトウエアは1984年の設立以来、制御系、通信系をはじめとしたソフトウェア開発（システム設計、製造、構

築、保守運用）における豊富な取引実績を有しております。また、さまざまなお客様の業務システムや財務システム

等、基幹系のシステム構築に関する業務ノウハウに強みを持っております。

　このたび、当社が日伸ソフトウエアを子会社化することにより、必要とする技術領域や産業分野において両社の技術

者のスキルアップや顧客層の拡大に取り組み、相互の更なる成長・発展を目指すことで、お客様への提供価値をより高

めていくことを目的とします。

　③企業結合日　　　　　　2023年７月３日

　④企業結合の法的形式　　株式の取得

　⑤結合後企業の名称　　　日伸ソフトウエア株式会社

　⑥取得する議決権比率　　100％

　⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

(2）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績期間

2023年７月１日から2023年９月30日まで

(3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　現金　　　　 2,280,000千円

取得原価　　　　　　　　　　 2,280,000千円

(4）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬等　　62,650千円

(5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　①発生したのれんの金額　　　　　 519,300千円

なお、のれんの金額は、当第１四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算

定された金額です。

　②発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

　③償却方法及び償却期間

７年間にわたり均等償却いたします。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自　2022年７月１日　至　2022年９月30日）

   （単位：千円）

 
一時点で移転される財又は
サービス

一定の期間にわたり移転さ
れる財又はサービス

合計

顧客との契約から生じる収益 462,058 4,985,985 5,448,044

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 462,058 4,985,985 5,448,044

 

当第１四半期連結累計期間（自　2023年７月１日　至　2023年９月30日）

   （単位：千円）

 
一時点で移転される財又は
サービス

一定の期間にわたり移転さ
れる財又はサービス

合計

顧客との契約から生じる収益 467,810 5,742,158 6,209,968

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 467,810 5,742,158 6,209,968

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年７月１日
至　2022年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年７月１日
至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純利益 ６円69銭 ７円81銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 264,197 302,606

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
264,197 302,606

普通株式の期中平均株式数（株） 39,465,861 38,757,420

（注）１　当社は、2023年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しております。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

　当社は、2023年10月30日開催の取締役会におきまして、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

(1）自己株式の取得を行う理由

　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行及び資本効率の向上並びに株主還元を図るため。

(2）取得に係る事項の内容

　・取得する株式の種類　　　　当社普通株式

　・取得する株式の総数　　　　500,000株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.29％）

　・株式の取得価額の総額　　　300百万円（上限）

　・取得期間　　　　　　　　　2023年11月１日～2024年２月26日

　・取得方法　　　　　　　　　取引一任契約に基づく東京証券取引所における市場買付け

 

２【その他】

　2023年８月21日開催の取締役会において、以下のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　（1）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 542百万円

　（2）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　14円00銭

　（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　2023年９月５日

（注）　2023年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年11月14日

株式会社ＣＩＪ

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

横浜事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田坂　真子

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙木　　修

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＣＩＪ

の2023年７月１日から2024年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2023年７月１日から2023年９月30

日まで)及び第１四半期連結累計期間(2023年７月１日から2023年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＣＩＪ及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に

おいて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

EDINET提出書類

株式会社ＣＩＪ(E05163)

四半期報告書

18/19



 

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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